
北陸地域製造業の
事業展開に関する調査
（富山県版）

2003年1月23日

日本政策投資銀行

富山事務所
1



はじめに

• 本報告は、北陸地域における主要製造業者の事業活
動に関する意識の把握を目的として、日本政策投資銀
行北陸支店が 2002年10月に実施しました「北陸地域
製造業の事業展開に関するアンケート調査」結果をも
とに、富山県内企業（注）について集計・分析を行っ
たものです。

（注）

• 対象会社：富山県に本社を置く製造業413社（資本金10百万円かつ売上
高8億円以上）

• 回答会社：149社（回答率：36.1％）
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＊回答企業(149社)を業種別にみると、当地の製造業集積を反映し、金属製品18％、電気機械器具11％、
化学(医薬品含む)11％、プラスチック製品9％、一般機械9％の5業種で全体の58％を占める。
＊工業統計表における事務所数との対比では、売上規模・資本金による調査範囲の設定等から、化学、
電気機械器具、一般機械等でウエイトの違いが認められる。

◆回答企業149社の業種

１．回答会社属性①

(注) *；2001年12月現在(速報値)

業種 回答企業数
構成比
(％)

工業統計表上
の事業所数*

構成比
(％)

食料品、飲料・たばこ・飼料 12 8.1 548 13.9
繊維工業 7 4.7 110 2.8
衣服その他の繊維製品 1 0.7 195 5.0
木材・木製品 5 3.4 182 4.6
家具・装備品 1 0.7 137 3.5
パルプ・紙・紙加工品 3 2.0 113 2.9
出版・印刷 4 2.7 205 5.2
化学工業（医薬品含む） 16 10.7 132 3.4
プラスチック製品 13 8.7 266 6.8
窯業・土石 8 5.4 219 5.6
鉄鋼・非鉄金属 11 7.4 176 4.5
金属製品 27 18.1 641 16.3
一般機械 13 8.7 497 12.6
電気機械器具 17 11.4 262 6.7
輸送用機械器具 3 2.0 82 2.1
精密機械器具 2 1.3 7 0.2
その他・無回答 6 4.0 165 4.2

149 100.0 3937 100.0
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＊資本金規模では１億円以下が73％(108社)、従業員規模では100人以下が54％(81社)を占めており、そ
れぞれ最もウエイトが大きい。なお、全体の91％(135社)が、いわゆる「中小企業」(資本金３億円以下
または従業員数300人以下)に該当している。
＊売上高規模では、10億円超50億円以下が61％(92社)と過半を占める。

◆資本金規模

◆売上高規模

回答会社属性②

◆従業員規模

１億円以下
73%

１億円超３億
円以下
11%

３億円超10億
円以下
7%

10億円超
9%

100人以下
54%

101～300人
30%

301～1,000人
13%

1,000人超
3%

10億円以下
15%

10億円超50億
円以下
61%

50億円超100
億円以下
11%

100億円超
13%
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＊資本系列では、独立系が68％(103社)と最も大きく、次いでメーカー系が30％(44社)となっている。
＊製品内容では、完成品が52％(77社)、部品・原材料が47％(70社)とほぼ拮抗している。また全体の72％
(108社) が特定ユーザー向けに製品を販売している。
＊製品の競合先(競合品)としては、国内他社品主体とした会社が全体の82％(122社)と大宗を占めている。

◆資本系列

回答会社属性③

◆製品内容と需要先

◆製品競合先(競合品)

国内他社品主
体
82%

その他・無回
答
1%

特に競合品は
ない
3%

輸入品主体
14%

独立系
68%

その他・無回
答
1%

メーカー系
30%

流通・ユー
ザー系
1%

外資系
0% 完成品を生産、

大半は特定

ユーザー（また
は消費者）向け

（生産受託・賃

加工含む）

32%

完成品を生産、

大半は不特定

ユーザー（また
は消費者）向け

19%

部品・原材料を

生産、大半は特

定ユーザー向
け（生産受託・

賃加工含む）

41%

その他

1%

部品・原材料を

生産、大半は不

特定ユーザー

向け
7%
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その他・無回
答
2%

これまで同様
の経営努力で
業績の相応の
向上または維
持が可能
47%

大胆な変革を
行わないと業
績維持は難し
い
33%

事業環境は極
めて厳しく、自
助努力のみで
は業績維持が
難しい
15%

大変有望であ
り、かなりの業
績向上が期待
できる
3%

＊回答企業の最近の業績の傾向(売上高と経常損益)をみると、減収減益が38％(57社)と最も高く、増収増
益は11％(16社)にとどまる。
＊販売数量減少36％(54社)に対して、販売単価下落は70％(105社) と割合が高い。
＊事業の今後の展望については、業績向上・維持可能とした会社が50％(75社)、業績維持が難しいとした
会社が48％(72社)とほぼ半々である。ただし、かなりの業績向上が期待できるとした会社は僅か３％(4社)
に過ぎない。なお、主要業種別では医薬品において業績向上・維持可能の割合が高い。

２．最近の業績の傾向と今後の展望①

◆最近の業績の傾向(売上高と経常損益)

◆事業の今後の展望(全業種)

無回答
減益
横這い

増益 増収
横這い
減収

1

57(38%)

9

1

0 19(13%) 36(24%)

4

0
1 5

16(11%)

売上高経常損益

29

65

54

1 5

38

105

1
増
加
横
這
い

減
少
無
回
答

上
昇
横
這
い

下
落
無
回
答

販売数量 販売単価

(19%)

(44%)

(36%)

(1%) (3%)

(26%)

(70%)

(1%)

◆最近の業績の動向(販売数量と販売単価)

38

41

46

50

52

55

62

59

54

50

41

45

64% 36%

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般機械13社

電気機械器具17社

プラスチック製品13社

食料品他12社

金属製品27社

鉄鋼・非鉄金属11社

医薬品14社

業績向上・維持可能 業績維持が難しい その他・無回答

業績向上・
維持可能

業
績
維
持
が
難
し
い

◆事業の今後の展望(主要業種別)
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＊業績向上・維持可能とした75社からは、納期・納入方法への対応や技術開発力等の高さ、品質面・
付加価値面の高さ等に対する自信が窺える。
＊一方、業績維持が難しいとした72社は、コスト削減が難しいことや市場規模の縮小が見込まれること、
大口販売先からの受注が大幅に減少していることなどを主な理由として挙げている。

最近の業績の傾向と今後の展望②

◆業績向上または維持が可能な理由(業績向上・
維持可能とした75社)

◆維持困難の理由(業績維持が難しいとした72社)

2

6

7

7

11(15%)

18(24%)

18(24%)

23(31%)

28(37%)

33(44%)

34(45%)

その他

製品の企画・設計・ﾃﾞｻﾞｲﾝに秀でてい

る、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力がある

営業・販売に秀でている

国際展開を進めており、適地生産・適
地販売が可能

生産効率が高い

コスト削減が徹底している

特定の大口販売先（親会社含む）が
ある

取扱品の市場規模が拡大（または十

分な水準を維持）すると見込まれる

製品の品質が高い、付加価値が高い

技術開発力・製品開発力が高い、独
自の高度技術を持っている

納期・納入方法面での厳しい要求に

対応できる

（注）n=75社、
複数回答可（３つまで）

1

1

3

6

7

11(15%)

11(15%)

13(18%)

22(31%)

26(36%)

43(60%)

44(61%)

その他

資金調達が難しい

国際展開が遅れている

納期・納入方法面での厳しい要求に

対応することが難しい

製品の企画・設計・ﾃﾞｻﾞｲﾝ力、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

力が不足している

製品の品質・付加価値面で競争力が

不足している

営業・販売力が不足している

技術開発力・製品開発力が不足して

いる

生産効率を上げることが難しい

特定の大口販売先（親会社含む）か

らの受注が大幅に減少している

取扱品の市場規模が縮小すると見込

まれる

コスト削減が難しい

（注）n=72社、
複数回答可（３つまで）
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3

2

2

2

4

8

9

11

13

19(13%)

38(27%)

50(35%)

62(43%)

69(48%)

その他

土地代が高い

為替ﾘｽｸが避けられない

従業員の生活環境に難がある

電気代・水道代などﾕｰﾃｨﾘﾃｨ･ｺｽﾄ
面で不利

大学や公的支援機関と連携しにく
い

資金調達がしにくい

人件費が高い

公的な助成が手薄

外注先、提携先を確保しにくい

優秀な人材を確保しにくい

最新の市場情報・技術情報等が
得にくい

原材料搬入、製品出荷等、物流面
で不利

販売市場として魅力に乏しい

（注）n=143社、
複数回答可（３つまで）

10

4

4

5

11

12

18(13%)

20(14%)

22(15%)

33(23%)

46(32%)

46(32%)

69(48%)

その他

販売市場として魅力がある

公的な助成が手厚い

大学や公的支援機関と連携しや

すい

経営者などの地縁が活用できる

優秀な人材を確保できる

原材料搬入・製品出荷等、物流面

で有利

電気代・水道代などﾕｰﾃｨﾘﾃｨ･ｺｽﾄ

面で有利

外注先、提携先を確保しやすい

親会社あるいは納入先に近い

人件費が安い

従業員の生活環境がよい

土地代が安い

（注）n=143社、

複数回答可（３つまで）

＊工場立地上の北陸地域のメリットとしては、土地代の安さが48％(69社)と半数近くを占めており、次い
で従業員の生活環境の良さ32％(46社)、人件費の安さ32％(46社)と続いている。
＊一方、デメリットには、販売市場として魅力に乏しい48％(69社)、物流面で不利43％(62社)、情報等が
得にくい35％(50社)が上位にきている。また、優秀な人材が確保しにくい27％(38社)も目立つ。
＊なお、産学官連携については、評価が定まっていない。

３．生産拠点としての北陸地域の位置づけ①

◆工場立地上の北陸地域のメリット
(北陸地域に工場のある143社)

◆工場立地上の北陸地域のデメリット(同左)
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13

7

27

8

8

8

40

74

55

75

77

83

47

19

18

17

15

31% 69% 18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電気機械器具15社

金属製品27社

鉄鋼・非鉄金属11社

食料品他12社

プラスチック製品13社

一般機械12社

医薬品13社

増強・高度化 現状並 縮小・撤退

現状並
67%

縮小
17%

増強・高度化
13%

その他・無回
答
1%

撤退
2%

（注）増強・高度化には他地域
からの集約を含む

8

12(11%)

15(13%)

16(14%)

21(18%)

24(21%)

27(24%)

40(35%)

35(31%)

29(25%)

その他

品質管理について顧客の要求

を充たすには、北陸立地の工場

でないと対応できない

ブランド力を維持するためには
日本製であることが重要

高付加価値品・加工精度の高
い製品は技術的に北陸立地の

工場でないと生産が難しい

納期・納入方法について顧客の

要求を充たすには、北陸立地の

工場でないと対応できない

人件費と輸送コストの得失を考

えると、北陸での生産の方が未

だに有利

生産機能は北陸（または国内）

の研究開発・試作・応用改良機
能と一体化しておきたい

インフラ、法制度、商慣習等の

関係で、海外進出には慎重

北陸（または国内）に生産・販売
または開発の有力パートナー

（含む関係会社）がいる

創業地（あるいは経営者の地

元）を離れることは難しい

（注）n=114社、
複数回答可（３つまで）

1

0

0

5(19%)

5(19%)

6(22%)

9(33%)

その他

欧州・北米

その他海外

中国を除くアジア

縮小または撤退※

国内他地域

中国

※特に生産シフトは行わない
（注）n=27社、複数回答可

＊北陸地域での今後の生産活動については、現状並が67％(95社)と最も大きく、次いで縮小17％(24社)、
増強・高度化13％(19社)、撤退2％(２社)の順 となっている。なお、主要業種別では電気機械器具において
縮小・撤退の割合が高い。
＊現状並または増強・高度化とした114社に対して北陸に生産機能を残す理由を尋ねると、創業地を離れる
ことは難しいが35％(40社)、北陸(または国内)に有力パートナーがいるが30％(35社)等が挙がっている。
＊縮小または撤退とした27社の北陸地域生産分の今後のシフト先としては、中国が最も多い。

生産拠点としての北陸地域の位置づけ②

◆北陸地域での今後の生産活動(全業種) ◆北陸地域に生産機能を残す理由

◆北陸地域での今後の生産活動(主要業種別)
◆北陸地域生産分の
今後のシフト地域
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◆海外工場の有無(主要業種別)

＊海外工場の有無については、進出の予定なしが68％(101社)と最も大きく、進出済が14％(21社)、将来進
出は11％(17社)にとどまった。これを資本金３億円かつ従業員数300人以上の会社に限ると、４割弱が進出
済としており、経営規模による違いが認められる。
＊主要業種別では、プラスチック製品や電気機械器具において進出済の割合が高いのに対し、食料品等や
医薬品などでは進出の予定なしが大宗を占める。

４．海外への工場進出状況①

◆海外工場の有無(全業種)

すでにある
14%

将来進出
11%

予定なし
68%

その他・無回
答
7%

9

11

15

35

14

17

9

11

8

86

83

82

56

77

53

22

12

38%

8%

54%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医薬品14社

食料品他12社

鉄鋼・非鉄金属11社

金属製品27社

一般機械13社

電気機械器具17社

プラスチック製品13社

すでにある 将来進出 予定なし その他・無回答

すでにある
36%

将来進出
7%

その他・無回
答
14%

予定なし
43%

(注) n=14社

◆資本金３億円かつ従業員数300人以上(14社)の
海外工場の有無
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＊進出済とした21社の進出状況をみると、進出時期は90年代以降に増加しており、海外工場所在国は中国
および中国を除くアジアが多く、海外生産比率は10％未満が過半を占めている。
＊進出先については、進出済とした21社、将来進出とした17社いずれにおいても、中国を最も重視している
ことが分かる。

海外への工場進出状況②

◆海外工場進出時期(進出済21社)

◆現在の海外生産比率(進出済21社)

◆海外工場所在国(進出済21社、将来進出17社)

2 2

7

5 5

0

1

2

3

4

5

6

7

～
70
年
代

80
年
代
90
年
代
前
半
90
年
代
後
半
20
00
年
以
降

（注）n=21社

1

2

0

2

4(24%)

12(71%)

12(57%)

13(62%)

その他

欧州・北米

中国を除くアジア

中国

進出済21社

将来進出17社

（注）複数回答可

10％未満
57%

10～30％未満
14%

30～50％未満
19%

50％以上
10%

（注）n=21社
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＊進出済21社の海外工場生産品の仕向地をみると、自社を含む日本市場向けが43％(９社)、海外市場向け
が57％(12社)となっている。またグレードは量産品が全体の71％(15社)を占める。
＊進出済21社に対して、海外工場設置の理由を尋ねると、安価な労働力確保、取引先の進出対応、市場
の拡大の３つが上位に挙がっている。また将来進出17社についても、進出済21社同様、安価な労働力確保
が最多となった。

海外への工場進出状況③

◆海外工場生産品の仕向地とグレード(進出済21社) ◆海外工場設置の理由(進出済21社、将来進出17社)

日本市場向け

量産品

24%

自社（日本）向

け部材・半製品
19%

その他

0%

第三国市場向
け高付加価値

品※

0%
第三国市場向
け量産品

14%工場進出国（お

よび近隣）市場

向け高付加価

値品※
10%

工場進出国（お

よび近隣）市場
向け量産品

33%

日本市場向け
高付加価値品

※

0%（注）n=21社、
※量産品の生産の有無を問わず高付加価値品を生産しているもの

0

0

2

0

1

1

2

1

0

0

1

1

2

2

2

5(29%)

7(41%)

6(35%)

2(12%)

13(76%)

3(14%)

10(48%)

13(62%)

14(67%)

その他

為替ﾘｽｸを避けるため

優秀な人材を確保しやすい

公的な助成が手厚い

電気代・水道代などﾕｰﾃｨﾘ
ﾃｨ･ｺｽﾄが安い

外注先・提携先を確保しやす

い 

原材料・資材が安い

税制面で有利

設備投資負担が少なくて済

む

工場進出先が販売市場とし

て魅力がある

親会社あるいは納入先が立
地している

安価な労働力を確保しやす

い

進出済21社

将来進出17社

（注）複数回答可（３つまで）
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1

0

0

0

1

1

2

4(19%)

6(29%)

7(33%)

9(43%)

12(57%)

その他

人件費面でのﾒﾘｯﾄが小さい

模倣品の横行を防げない

現地販売ﾙｰﾄが押さえられている

技術・ﾉｳﾊｳが漏洩してしまう

ﾊﾟｰﾄﾅｰ・従業員に顧客を奪われる

設備・資材ｺｽﾄ面でのﾒﾘｯﾄが小さい

労働者の生産性が低い

現地製品との競争が熾烈

法制度、政策が不安定

利益を日本に還元しにくい

人事・労務面でのﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞが難しい

（注）n=21社、
複数回答可（３つまで）

＊進出後に判明した問題点としては、人事・労務面でのマネージングが難しい57％(12社)、利益を日本に
還元しにくい43％(９社)などが目立つ。
＊海外進出の総合評価はプラスと回答する企業が大半を占める。
＊進出済および将来進出とした38社の今後の生産設備投資の内外ウエイトをみると、国内重視16％(６社)に
対し海外重視は11％(4社)と、海外での生産設備投資が考慮されるようになっている。

海外への工場進出状況④

◆海外工場設置後に判明した問題点(進出済21社) ◆海外進出の総合評価(進出済21社)

◆今後の生産設備投資の内外ウエイト
(進出済および将来進出38社)

プラス
81%

どちらとも言え
ない
5%マイナス

14%

その他
0%

（注）n=21社

海外にウエイト
を置く
11%

国内にウエイト
を置く
16%

双方バランス
を取っていく
68%

その他・無回
答
5%

（注）n=38社 13



＊販売市場として注力している地域としては国内市場が圧倒的であり、中でも経済規模の大きい首都圏と京
阪神、次いで地元北陸地域の順となっている。一方、海外市場の中では中国が最も多い。
＊販売面の方向性については、新規顧客・不特定多数顧客の開拓を目指す会社が大半だが、中でも独自
の強みを発揮できるニッチ分野を重視するとした会社が全体の３割(46社)を占める。
＊製品企画の方法をみると、自社単独による企画が42％(62社)と最も大きい。

５．販売・製品企画の状況

◆販売市場として注力している地域 ◆販売面の方向性

◆製品企画の方法

89(60%)

80(54%)

62(42%)

47(32%)

27(18%)

15(10%)
9 6

0

首
都
圏
京
阪
神

北
陸
名
古
屋
圏
そ
の
他
国
内

中
国
欧
州
・北
米

中
国
を
除
くア
ジ
ア
そ
の
他
海
外

（注）複数回答可（３つまで）

国内市場 海外市場 少数特定顧客
への依存を見
直し、新たな
顧客を徐々に
開拓していく
22%

その他・無回
答
7%

規模を追及で
きるある程度
大きい分野
で、不特定多
数の顧客を開
拓していく
17%

顧客を少数特
定先に絞り、
相互に関係を
強化していく
23%

独自の強みを
発揮できる
ニッチ分野で
不特定の顧客
を開拓していく
31%

自社単独で市
場ニーズを把
握し、企画
42%

ほとんど他社※

の企画に依存

11%

その他・無回
答
5%

他社※と情報
を交換し、共
同で企画
23%

他社※が企画
を主導
19%

※関係会社を含む
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人材不足
30%

資金不足
10%

取り組むべき
テーマが見当
たらない
8%

その他・無回
答
4%

リスクが高過
ぎる
28%

他社（含む関
係会社）に
依っている
20%

（注）n=50社

＊全体の約６割(88社)が、研究開発に一定以上取り組んでいる(積極的に取り組んでいるないし一定の取り組
みは行っている)としている。なお、主要業種別では医薬品において一定以上取り組んでいる割合が高く、
鉄鋼・非鉄金属などでは低くなっている。
＊取り組みが不十分とした50社に対しその理由を尋ねると、人材不足が30％(15社)と最も大きく、(研究開
発を担うべき)優秀な人材の確保が重要な課題であることが分かる。

６．研究開発の状況①

◆研究開発への取組姿勢(全業種)
◆研究開発の取り組みが不十分な理由
(取り組み不十分50社)

積極的
27%

一定の取り組
み
32%

取り組み不十
分
34%

その他・無回
答
7%

15

18

25

26

35

31

23

18

17

22

24

31

62

55

58

48

29

38

9

50% 50%

15%

12%

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄鋼・非鉄金属11社

食料品他12社

金属製品27社

電気機械器具17社

一般機械13社

プラスチック製品13社

医薬品14社

積極的 一定の取り組み 取り組み不十分 その他・無回答

◆研究開発への取組姿勢(主要業種別)



＊研究開発に一定以上取り組んでいるとした88社のうち約６割が何らかの共同研究開発を実施している。
＊共同研究開発の相手先は、グループ企業が最も多く、次いで公的支援機関、異業種他社、同業者、大
学の順となっている。
＊共同研究開発の成果としては、既に製品化に至ったり、目処が立ちつつあると答えた会社が約半数を占
めた。一方、共同研究開発を進める上での問題点としては、資金負担や、成果の利用面・帰属面でのパー
トナーとの調整が挙がっている。

研究開発の状況②

◆共同研究開発成果(実施54社) ◆共同研究開発を進める上での問題点(実施54社)

自社研究開発
のみ
38%

両方
22%

共同研究開発
のみ
39%

その他
1%

（注）n=88社

製品化に至り

（あるいはその

他の研究成果

が出ており）、業
績に貢献してい

る（あるいはそう

見込まれる）

39%

研究開発期間

中であるが、進
捗は遅れている

20%

製品化（あるい

はその他の研
究成果）の目処

が立ちつつある

15%

研究開発期間

中でありほぼ予
定どおり進捗

（あるいは着手

したばかり）

17%

相応の期間が

経過したもの

の、成果が期待

できない
7%

その他・無回答
2%

（注）n=54社

28

15
12 11 10

0

10

20

30

40

グル
ープ
企業

公的
支援
機
関
異
業
種
同
業
者 大
学

(52%)

(28%)
(22%) (20%) (19%)

（注）n=54社、複数回答可

9

4

5

10(19%)

10(19%)

11(20%)

その他

パートナーサイドが出す人材が期
待した程でない

技術漏洩の懸念がぬぐえない

成果の帰属の面でパートナーとの
調整が難しい

成果の利用の面でパートナーとの
調整が難しい

資金負担の面でパートナーとの調
整が難しい

（注）n=54社、複数回答可

◆研究開発の態様(一定以上取り組んでいるとした88社) ◆共同研究開発の相手先(実施54社)
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1

1

5

3

2

3

2

6

4

1

3

1

8

7

9

9

24

19

15

17

9

18

0

0

1

1

1

2

2

3

4

5

5

7(26%)

8(30%)

18(67%)

25(26%)

26(27%)

52(55%)

6(32%)

15(79%)

8(42%)

その他

中核事業への集中・競争力強化とその

ためのＭ＆Ａ

セル生産・モジュール化など新たな生産

方式の導入

アウトソーシングの促進

不採算部門からの撤退、人員合理化

等、大胆なリストラ

他社に追随されないための独自技術・ノ

ウハウのブラックボックス化

有望と考えられる異業種・新事業分野へ

の参入

スピーディな経営判断を可能とするため

の機構改革

特定の専門的分野・工程への特化

新技術・新製品開発のための産学官連

携の強化

消費者・ユーザーのニーズを的確につ

かむためのマーケティング力の強化

生産・販売面でのＩＴの一層の活用

自社ブランドの確立

企業にとってコアとなる独自技術の開

発・発展

増強・高度化19社

現状並95社

縮小・撤退27社

（注）複数回答可（３つまで）

＊製造業活性化のため企業にとって重要なこととしては、全体の約６割がコアとなる独自技術の開発・発
展を挙げている。また、産学官連携強化、マーケティング力強化、技術のブラックボックス化、自社ブラ
ンド確立なども重視されている。
＊北陸地域での今後の生産活動別でみると、独自技術の開発・発展に一様に回答が集中した他は、増強・
高度化とした19社では自社ブランド確立・IT活用など、現状並とした95社では産官学連携強化・マーケ
ティング力強化など、縮小・撤退とした27社ではリストラなどがそれぞれ上位に挙がっている。

７．製造業活性化に必要な対応に関する認識

◆北陸地域の製造業活性化のため、企業にとって重要なこと ◆同左(北陸地域での今後の生産活動別)

2

9

14

14

17(11%)

18(12%)

90(60%)

39(26%)

35(23%)

30(20%)

29(19%)

29(19%)

28(19%)

21(14%)

その他

中核事業への集中・競争力強化とその

ためのＭ＆Ａ

セル生産・モジュール化など新たな生
産方式の導入

アウトソーシングの促進

生産・販売面でのＩＴの一層の活用

不採算部門からの撤退、人員合理化

等、大胆なリストラ

スピーディな経営判断を可能とするた
めの機構改革

特定の専門的分野・工程への特化

有望と考えられる異業種・新事業分野

への参入

自社ブランドの確立

他社に追随されないための独自技術・ノ

ウハウのブラックボックス化

消費者・ユーザーのニーズを的確につ

かむためのマーケティング力の強化

新技術・新製品開発のための産学官連
携の強化

企業にとってコアとなる独自技術の開

発・発展

（注）複数回答可（３つまで） 17



８．まとめと展望
• 地域における製造業の活性化のためには、企業と地域という２つの視点から、足
下の変化を見据えて、これまで以上に多様な取り組みを推進していくことが必要で
あろう。
＜企業の視点＞
• 内需成熟・中国台頭等といった外部環境の変化に対し、従来型大量生産では今
後の成長が期待できない状況にあり、独自技術の開発・発展が一層重視されると
ともに、しかるべき付加価値獲得に向けて、産学官連携強化、マーケティング力
強化、自社ブランド確立、技術のブラックボックス化などを含む総合的な戦略策
定とその実践が求められている。
＜地域の視点＞
• 物理的インフラ整備に加えて、ソフト面での支援の更なる深化・高度化が求めら
れている。

• とりわけ県内製造業が不足感を訴えている優秀な人材（研究開発・経営両面）
の供給が喫緊の課題となっている。今後は地域としても差別化の追求が重要なの
はいうまでもないが、特に地域独自の経営資源（和漢薬、金属加工、深層水等）
の有効活用、誘致対象の拡大（海外企業誘致、非生産部門の誘致、人材誘致）、
実効的なセーフティネットの整備などに加えて、今回の調査ではその評価が曖昧
であった産学官連携についても更なる拡充が必要となっている。
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◆引用文献・参考文献

　日本政策投資銀行北陸支店[2003]『北陸地域製造業の

　事業展開に関するアンケート調査』

◆お問い合わせ先

　日本政策投資銀行 富山事務所　岩崎、吉田

　（Tel．076-442-4711）

　（Fax．076-442-5092）
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